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刑事裁判最前線

Jネットポータル・刑事情報データベース(ケ

をご参照ください。

※刑事関係の最新の統計については、Jネツ

イフォ） 澗耐 邸雰l 園

1刑事手続のデジタル化

刑事手続のデジタル化については、令和4年3月15日、法務省の「刑事手続

における情報通信技術の活用に関する検討会」において、①刑事手続に用いる喜

類を電子データで作成・管理し、オンライ,ンで発受すること、②捜査･公判にお

ける手続を非対面・遠隔で行うことができるようにすることの2つを大きな柱と

して検討した報告書が取りまとめられ、これを受けて、同年6月2，7日、法制審
｛

議会総会において諮問がされたところである。なお、同月7日に閣議決定された

「規制改革実施計画」では、令和5年度に必要な法案を国会に提出することを視

野に入れて、法制化に向けた具体的な検討を速やかに進めるなどとされており、

政府における具体的な検討がスピード感を持って行われることが見込まれる。

裁判所としても、政府における検討のスピード感を意識しつつ適切に対応して

いく必要がある。とりわけ、これまで検討、実践されてきた質の高い刑事裁判の

実現に向けた取組に、政府における検討等によってイメージされるデジタル化後

の刑事手続の運用等の視点を取り入れることで.、その取組の更なる発展が期待で

きるところである。裁判官のみならず、裁判所書記官その他の職員においても、

デジタル化後の公判準備や公判審理の在り方等について、部内あるいは庁内での

議論に積極的に関与することが求められる。

2裁判員裁判について

（1）現状

裁判員制度は、施行後10年以上の実績を重ねる中で、我が国における刑事

裁判の中核に位置付けられるものとして定着してきている｡これまでのところ、
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国民の理解と協力の下おおむね順調に運営されてきたと評価されているが、現

状に満足することなく、裁判員制度はいまだ発展途上であるとの認職を持ち、

絶えず運用改善に向けて取り組む必要がある。

②裁判員との実質的協働、公判前整理手続の在り方

裁判員制度によって、刑事裁判のプラクティス（運用）は大きく変容しき核

心司法や公判中心主義など刑事訴訟法の本旨に立ち返った裁判が追求されるよ

うになった。また、行為責任を基本とする量刑判断の枠組みが明確にされ､難

解な法律概念についてその本質に立ち返った説明が試みられるなど、裁判員が

実質的かつ法的観点を踏まえた意見を述べられる環境が整えられつつある。こ

れらの変化は、裁判員裁判に対応するための法曹三者による運用改善のための

取組等の進展によるところが大きい。その中で、裁判官の間では、裁判員の視

点・感覚が裁判内容に影響したと考えられる具体的な事例を基にした議輪が重

ねられてきている。そのような購論の中では，具体的な事例で裁判員の視点・

感覚を見ていくことで，裁判官側の考え方の傾向も浮かび上がってくるのでは

ないかといった、裁判員との実質的な協働を踏まえた、いわば事例横断的な指

摘もされ始めており、今後はこのような事例横断的検討も深めていくことが求

められる。

一方、公判前整理手続の長期化も従前からの課題の一つであり、引き続き、

法曹三者の間で、手続の基本的な在り方について共通認鐡を形成するなどして

改善を図る必要がある。

これらの課題に取り組むためには、裁判官同士の議論はもとより、法曹三者

による意見交換や協譲について、より実質的、実践的なものとして充実させて

いくことが期待される。

側裁判員の負担への配慮、裁判員の安全確保

裁判員にとって重い精神的負担となるおそれが類型的に高い、遺体写真等の

いわゆる刺激証拠の取扱いについては、要証事実は何であり、その要証事実は
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事案の核心とどのように関係するのが、他の証拠で代替できないかを具体的に

検討し、裁判員の負担への配慮も踏まえて必要性が潔められる範囲に限って採

用するという意識が従前以上に高まっている。

また、裁判員の安全確保について、十分な方策をもってしてもなお、予測で

きない事態が生じることは避けられないが、そのような場合には、裁判部とは

異なる視点や情報の蓄積を持つ事務局と緊密に連携して、庁として多角的に検

討する必要があることを常日頃から意職しておく必要がある。

側国民の理解と協力を得るための取組

裁判貝制度に対する国民の理解と協力は裁判員制度の円滑な運営に欠かせな

いものであり、今後も国民の幅広い参加を得るための努力を惜しんではならな

い｡コロナ禍においても､出席率や辞退率は悪化している状況にはないものの、

その収束が未だ見通せない現状においては、引き続き感染防止策を徹底するな

どの工夫をして､裁判員が安心して安全に参加できる環境を整える必要がある。

また､裁判官や裁判員経験者が参加する出張購義等の広報活動を、コロナ禍

における新たな手法等も取り入れつつ積極的に行い、裁判員経験者の声を広く

届けるなどの地道な努力を続けるとともに、これらの活動等を介し、様々なチ

ャンネルを通じて地域社会との接点を持ち、 ､その実情等を踏まえながら得.られ

た知見を制度運営全般に活かしていくことが求められる。少年法等の改正によ

り、裁判員となることができる者の年齢が18歳以上に引き下げられ、令和5

年以降、 18歳及び19賎の方々が裁判員裁判に参加することになるが、これ

らの方々を含む若年層に対して、裁判員制度に対する関心を高め、その不安の

解消が図られるよう、法教育の実情も踏まえた広報活動を積極的に行っていく

ことも必要である。

倍） その他（控豚審、蕊判員裁判非対象事件）

裁判員裁判の取組や理念は､刑事訴訟法の本旨に立ち返ろうとするものであ

り、刑事裁判全体に推し及ぼされるべきものである。控訴審の在り方について
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は、事後審の徹底という本来の趣旨を踏まえつつ、高裁･地裁の裁判官との間

で議論・検討が重ねられているが､裁判員との実質的協働に関する第一審にお

ける検討内容も十分考慮することが期待される。

裁判員非対象事件の審理の在り方についても、裁判員裁判のプラクティスを

単に形式的に採り入れて運用するというのではなく、そのプラクティスの目的

や実質に照らして、具体的な事案に応じた運用の在り方を模索し、それを裁判

官の間で共有してい･くことが必要である。

その他の刑事戴判について

(1)適正な通訳の確保のための取組

ア現状

近年､要通訳事件は高い水準で推移し､増加傾向にある。このような中で、

裁判所としては、法廷通訳に対する社会の関心の高さに対応し、適正な通訳

を担保するために、①裁判所及び訴訟関係人の適切な配慮による通訳しやす

い審理の実現、②通訳人の数の確保、③通訳人の質の確保に関する取組を継

続する必要がある。

イ裁判所及び訴舩関係人の適切な配慮による通訳しやすい審理の実現

適正な通訳を確保するためには、訴訟関係人が通訳に適した尋問を実践す

るなど訴訟活動において配慮を行い、裁判官も同様の観点から適切な訴訟指

揮を行うことが必須であり、法曹三者の間でこの配慮の在り方についての理

解が共有されるよう､裁判所からも適切な働き掛けを行う.ことが必要である。

裁判所及び訴訟関係人が配慮すべき事項等については“平成30年3月1日

8
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寸け最高裁刑 二課長書儲 び令和2年3月24日付け最高裁行政局第及

二課長、民事局第二課長書簡を参照されたい。また、勉強会を開催して法曹

三者と通訳人とで意見交換するといった取組の継続も強く期待される。

ウ通訳人の数の確保

通訳人候補者名簿データベース（以下「DB」という｡）は、裁判所に係属
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する全ての事件で利用できるものであり、その登録者数の更なる充実が必要

である（なお、令和4年1月から、民事、行政、家事、少年事件の通訳人名

簿を一元化した｡)｡DBへの登録が未了の通訳人を選任した場合に、登録に

必要な手続を教示するなどして積極的に登録を促す取組や、裁判官が通訳人

候補者の供給源となることが期待される大学に出張して法廷通訳に関する説

明会を実施する取組のほか、通訳需要の高い言語に焦点を当てた積極的な働

き掛けを行う取組（具体的な方法については、令和2年10月15日付け最

高裁刑事局第二課長、民事局第二課長、行政局第一課長、家庭局篁二霊量臺

を参照された
Q

していくこと

を充実させるための取組につ処重」

い｡）などを通じて､各庁において積極的に通訳人候補者を確保していくこと

が強く望まれる。

エ通訳人の資の確保

毎年､多数の通訳人候補者を対象に､法廷通訳経験の多寡等に応じた研修

を実施するなどして、通訳人の能力向上に努めているほか、DBへの登録希

望者の面接について、希望者の通訳能力をより適切に審査するために、経験

豊富な通訳人候補者に同席してもらい、希望者の通訳能力について意見を述

べてもらう運用が実施されている。こうした研修や面接を担当する裁判官と

しても、通訳人の通訳能力の確保の重要性を意識し、積極的かつ主体的な取

組が期待される。

オ遠隔通訳について

刑事事件の公判手続における構外ビデオリンク方式による通訳の運用例等

｢公判連寸け最高裁JH令和4年2月21－日
一
一については、

を参照手続における構外ビヂオリンク方式による通訳の運用佃膣劉こついて』

されたい。

なお、勾留質問手続及び観謹措置決定手続における遠隔通訳について、

和3年7月から全国的な運用を開始した。

《
詞
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(副刑法の改正（自由刑の単一化・執行猶予制度の拡充等）

令和4年6月17日、刑法等の一部を改正する法律（法律第67号）及び刑

法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（法律

第68号）が公布された。

これらの改正法は、①拘禁刑の創設、②刑の執行猶予の言渡しをすることが

できる対象者の拡大を含む刑の執行猶予制度の拡充、③罪を犯した者に対する

処遇の充実に向けた規定の整備、④侮辱罪の法定刑引上げを内容とし、関係法

律が整理されている。④は令和4年7月7日から、③のうち一部は公布の日か

ら起算して1年6月を超えない範囲内において政令で定める日から、その余は

公布の日から起算して3年を超えない範囲内において政令で定める日から施行

される。

倒性犯罪及び被害者に係る取組

性犯罪や被害者問題に対する社会の関心は引き続き高い状況にあるd現に、

「刑法の一部を改正する法律｣(平成29年法律第72号)の国会審議の過程で

は、衆麗院及び参議院の各法務委員会において、①裁判官に対して、性犯罪に

直面した被害者の心理等について心理学的･精神医学的知見等を踏まえた研修

を行うこと②性犯罪に係る刑事事件の捜査及び公判の過程において二次被害

の防止に努めること等を内容とした附帯決溌がなされている。毎年、司法研修

所等において性犯罪を含む被害者に関する研究会が実施されていることは､こ

のような社会情勢等を踏まえているものといえる。

また、同法附則第9条は、性犯罪における被害の実情、改正後の規定の施行

状況等を勘案して施策の在り方について検討を加え、必要に応じて所要の措置

を諭ずるものとすると定めている。法務省は、性犯罪に関する刑事法検討会を

開催し、令和3年5月に報告書を取りまとめて、同年9月、①暴行・脅迫及び

心神喪失・抗拒不能の要件の改正等の刑事実体法の整備、②被害者等の聴取結

果を記録した録音・録画記録媒体に係る証拠能力の特則の新設等の刑事手続法
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の整備、③性的姿態の撮影を処罰し、画像を剥奪するための実体法及び手続法

の整備について、法制審蟻会へ諮問した。現在、法制審溌会刑事法（性犯罪関

係）部会において、これらの諮問事項について審議が行われている。

起翫状等における被害者の氏名等の秘匿の在り方については､法制審議会〈犯

罪被害者氏名等の情報保護関係)郡会における審譲を経て、令和3年9月、性

犯罪等の一定の事件について、被害者等の個人特定事項の記載がない起訴状の

抄本を被告人に送達する措置や同記載のない逮捕状・勾留状の各抄本を被疑者

に示すことができる手続の創設等を内容とする要綱（骨子）が法務大臣に答申

された。

令状処理に係る取組

保釈請求等、被告人の身柄に関する判断については､･社会的な関心が高く、

裁判官の間で、保釈保証金を含む逃亡防止を担保するための保釈条件の在り方

や、当事者双方と十分な意見交換を行うことによ叺保釈条件を設定するため

に必要な情報を適切に把握することなどの審査手続の在り方等について醗輪が

重ねられている。今後も、令状事件や準抗告事件を担当する民事事件担当裁判

官､簡裁の裁判官も含め､このような議論を継続的に幅広く行うなどしながら、

引き続き適正な事件処理に取り組んでいく必要がある。

立法に向けた動きとしては、法制審臓会刑事法（逃亡防止関係）部会での審

蟻を経て、令和3年10月、保釈中の被告人等の逃亡を防止し、公判期日への

出頭や刑の執行を確保するため、 11の制度が法務大臣に答申され、今後、こ

れを踏まえた関係法令の改正が行われる見込みである｡答申の内容については、

側

を参照されたい。最高裁刑事局第一髭一台和3年

おわりに～裁判部と事務局等との連携

個別の裁判事務であっても、裁判所全体の事務に関わるものや社会的な影響の

きいものも少なくなく、裁判官同士でよく蟻舗をするとともに、裁判部と事務

3

大きいものも少なくなく、裁判官同士でご

局が連携して対応することが求められる。
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また、個別の裁判における感染症に対する対応策や警備の問題のように、裁判

体がそれぞれ個別に判断すべき事項であっても､当該個別の事案における当事者・

関係機関の意向だけでなく、裁判所全体の人的・物的状況や他の裁判体の事件処

理に与える影響等を踏まえた上で、あらかじめ裁判所内部で十分な意見交換や検

討をし、さらに、組織として関係機関と事前の調整を行う必要がある場合もある

ということを裁判官が十分意識しておくことも重要と思われる。

例えば、裁判所庁舎内で加害事案や逃亡事案が発生した場合には、地域社会に

不安を与えることとなり、国民の裁判所に対する信頼に大きな影響を与えかねな

い。このような事態が生じないようにするためには、日頃から裁判部と事務局と

が連携し、庁として適切な事務処理態勢を構築するとともに、問題事案が発生し

た場合には、所長まで迅速に情報を流通させて、庁として適切な対応がとれるよ

うにしておく必要がある。

以上
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